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【特　集】

わが国戦後管理会計発達史（前編）

―米国管理会計の日本への翻訳的導入―

西澤　脩

はじめに

本稿では、「特集：企業会計―その過去と

未来」の一環として、「わが国戦後管理会計発

達史」を（前編）と（後編）の２編に分けて

論述する。ここでは、わが国における戦後管

理会計の２大系譜として、（前編）では「米国

管理会計の日本への翻訳的導入」（Ⅰ～Ⅲ）を、

さらに（後編）では「日本的管理会計の模索

と構築」（Ⅳ～Ⅵ）を主題とし、主として文献

研究を試みる。これらの２大潮流を代表する

文献として、Ⅰでは米国会計人協会（ＮＡＡ）

の『ＮＡＡ連続調査報告書』、 Ⅱでは米国会計

学会（ＡＡＡ）の『管理会計委員会報告書』、 

Ⅲでは米国管理会計人協会（ＩＭＡ）の『管理

会計ステートメント』、 Ⅳでは通産省・運輸省

の『管理会計答申書』と『物流コスト指針』、 

Ⅴでは筆者の『原価の会計と管理シリーズ』、

また Ⅵでは筆者の『ニュー管理会計シリーズ』

をそれぞれ中心として、戦後管理会計の発展

を論及し自分史の１頁ともしたい。

Ⅰ　管理会計技法を改善させたＮＡＡの

調査報告書

わが国における戦後の管理会計は、米国管

理会計の翻訳的導入によって蘇生した。そ

の原動力となったのは、米国会計人協会

（National Association of Accountants： Ｎ

ＡＡ）の『ＮＡＡ連続調査報告書』（ＮＡＡ 

Research Series ―以下『ＮＡＡ報告書』と略

称 ）である。ＮＡＡは会計実務家の研究団体

で、その実務指針が『ＮＡＡ報告書』である。

同報告書は、戦時下の 1943 年に『ＮＡＣＡ連

続調査報告書』（ＮＡＣＡ Research Series ）

として創刊され、1967 年に完結するまで総計

43 編（NAA-1 ～ NAA-43 と略称）が発行された。

当初（NAA-9 まで）は、戦時下の特殊問題を取

り上げていたが、戦後は一般的な原価計算技

法を対象とし、実態調査を基盤とした新技法

の開発に努めた。そのうち 30 編がわが国では

翻訳されたが、うち 25 編は日本生産性本部の

『アメリカ管理会計シリーズ』として出版され、

戦後におけるわが国管理会計の構築に決定的

な役割を果たした。かくして、わが国戦後管

理会計は、『ＮＡＡ報告書』を基点として、以
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下のような管理会計技法の新展開が図られた。

１．製造原価計算は実際原価計算から標

準原価計算へ発展　　　　　　　　　

　

わが国では、戦後の企業会計制度を根底か

ら再建するため、1947 年に経済安定本部に企

業会計制度対策調査会が設置され、「企業会計

原則」・「監査基準」に続いて「原価計算基準」

の制定が急がれた。原価計算については、15

年もの検討期間を経て 1962 年に、大蔵省の企

業会計審議会が『原価計算基準』を制定した。

同基準は、原価計算の２大目的として財務諸

表作成と原価管理を挙げ、実際原価計算のほ

か新たに標準原価計算（standard costing）

を採用することとなった。そのための資料と

して、ＮＡＡのHow Standard Costs Are Being 

Used Currently,1951 を翻訳したのが、山辺六

郎訳『標準原価計算の実際』で、その章構成

は次のとおりである（１）。　　　

第１章「標準原価計算の再吟味」（NAA-11）

第２章「製造原価管理の援助のための標準」

（NAA-12）

第３章「棚卸資産評価のための標準原価」

（NAA-13）

第４章「売価決定および予算編成のための

標準製造原価」（NAA-14）

第５章「標準原価の実例研究」（NAA-15）　

同訳書を中心として、財務会計面では財務

諸表の作成に標準原価が導入されただけでは

なく、管理会計面では「標準原価による原価

管理」が産業界の最重要課題となった。

かくして終戦直後の原価計算は、実際原価

計算から標準原価計算の時代へ発展し、やが

て翻訳的導入から日本的開発へと前進して

いった。特に、中山隆祐著『実践標準原価計

算―二段式システムの新展開』では（２）、原

価管理のための標準原価と棚卸計算のための

標準原価を二本立てとし、日本独自の二段式

標準原価計算を創案した。

実は、上記の各章は、括弧内に注記した『Ｎ

ＡＡ報告書』（NAA-11 ～ 15）を転載・訳出した

ものであるが、その旨が明記されていなかっ

たため、標準原価計算以外にも管理会計につ

いて一連の『ＮＡＡ報告書』が刊行されている

ことが看過されてしまった。

２．管理会計は製造原価計算から営業費

会計へ拡大

上記の実際・標準原価計算とも当初は製造

原価の分野に限定されていたが、管理会計の

領域が、その後製造原価計算から営業費会計

へ拡大されたのは、1950 年台半ばに入ってか

らである。当時は、まだ外貨・貿易・渡航が

自由化されておらず、産業・文化とも海外と

遮断されていたため、米国における管理会計

の最新論文を翻訳・紹介することが急務とさ

れていた。そこで筆者は、３年間にわたり毎

月各種の管理会計論文を翻訳し、タイプ印書

の資料集に掲載し続けた。その折に偶然発見

したのが『ＮＡＡ報告書』である。そのうち非

製造原価（non-manufacturing costs）を対象

とした８編を翻訳し体系化したのが拙訳書『営

業費会計』で、次の章立てがとられた（３）。

第１部　利益算定のための営業費会計

（NAA-10）  

第２部　計画のための営業費会計

第１章　営業費分析総論（NAA-19）

第２章　製品別の営業費分析（NAA-20）

第３章　地域等別の営業費分析（NAA-21） 

第３部　管理のための営業費会計
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第１章　営業費管理総論（NAA-25）

第２章　注文獲得費の管理（NAA-26）

第３章　注文履行費の管理（NAA-27）

第４部　研究開発費の会計（NAA-29）

当訳書では、non-manufacturing costs およ

び marketing costs を「営業費」と訳出し、

営業費会計の領域を、営業費分析と営業費管

理と研究開発費会計に３大別した。後日、営

業費分析については、米国商務省から刊行さ

れていた次の調査報告書が翻訳された。これ

が、拙訳書『営業費の削減』である（４）。

・C.H. Sevin, 『営業費分析』, Economic Series 

No.50, 1946.

・C.H. Sevin, 『製造業における営業費の削減

法』, Economic Series No.72, 1948. 

筆者は、1958 年に早稲田大学からミシガン

大学に研究派遣され、帰国後その成果を踏ま

え、営業費会計について多くの著書・論文を

発表すると共に、実務への導入に務めた。わ

が国経済は、1955 年に製造時代からマーケティ

ング時代に転換したこともあり、マーケティ

ング時代に相応しい管理会計として営業費会

計を開発・導入し、管理会計の一時代を築く

ことができた。

３．管理会計は全部原価計算から直接原

価計算へ転換

管理会計は、伝統的には変動費・固定費を

一括した全部原価計算（absorption costing）

として実施されてきたが、その後両者を峻別

した直接原価計算が開発された。直接原価計

算を初めて提唱したのは、Dewey and Almy 

化学会社の経理部長だったハリス（Harris, 

J.N.）である。ハリスは、1936 年にＮＡＡ （当

時はＮＡＣＡ）の機関誌に “What Did We Earn 

Last Month ? ”と題する論文 を発表し（５）、

全部原価計算の欠点を指摘した後、新しい直

接原価計算（direct costing）を提唱した。

その結果を受け、ＮＡＡは、協会の一大事業と

して直接原価計算の出版・調査・講演に当たっ

た。

その一環として、『ＮＡＡ報告書』が最初

に直接原価計算を取り上げたのは 1958 年の

NAA23 であり、1961 年の NAA37 でもその後の

動向を報じた（6）。前者は、藤田幸男他訳『直

接原価計算』の第Ⅱ部に収められ、次の章立

てがとられた。

第１章　直接原価計算の生成

第２章　固定費と変動費の分解

第３章　直接原価計算における会計手続

第４章　直接原価計算の利益計画への役立ち

第５章　直接原価計算と利益測定

第６章　期末在庫の原価

第７章　結論

直接原価計算は、変動費だけで製品原価を

個別に計算し、固定費は期間原価として一括

管理する方式であり、原価の変動費・固定費

分解をその前提としている。原価の変・固分

解については、既に３編の『ＮＡＡ報告書』（7）

が発表されていた。これを翻訳・紹介したの

が諸井勝之助他訳『損益分岐点分析』で、次

の章構成がとられた。

第１章「営業量にともなう原価変動の測定」

（NAA-16）

第２章「原価・営業量・利益関係の分析の

ための技術」（NAA-17）

第３章「原価予算編成における営業量要因」

（NAA-18）　　

訳書の第１章では変動費・変動費の定義と

測定、第２章では原価・営業量・利益関係分

析（C-V-P）、また第３章では弾力性予算がそ
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れぞれ論及されている。これらの訳書は、わ

が国における直接原価計算の原典として理論・

実務の規範とされ、今日では直接原価計算は

管理会計の不可欠な管理技法とされるまでに

至っている。直接原価計算は、やがて標準原

価計算と結合して標準直接原価計算（standard 

direct costing）として発展した。かくして、

直接原価計算の時代が到来し、戦後管理会計

の一頁を飾った。

４．新しい管理会計技法の萌芽があいつ

いで出現

管理会計の一時代を形成するまでには至ら

なかったが、その後における新管理会計技法

の先駆的文献となった『ＮＡＡ報告書』も、以

下のように多数発表されている（8）。

①　資本利益率による業績評価…NAA-35（小

沢康人他訳『経営指標としての資本利益率』）

は、売上利益率中心だった業績評価指標を

資本利益率（return on capital：ＲＯＣ）に

転向させ、資本利益率による管理会計の先

駆的文献となった。

② 事業部制における社内振替価格…NAA-24

（青木茂男訳『価格設定と原価計算』）は、

売価算定の基礎をなす製品原価の計算方式

を論ずるに過ぎなかったが、NAA-30（小沢

康人他訳『経営指標としての資本利益率』）

では、初めて社内振替価格（intra-company 

transfer price）問題を論じ、事業部制会

計の基礎概念を築いた。

③　キャッシュ・フローの管理…NAA-38（中

原章吉他訳『経営管理のためのキャッシュ・

フローの分析』）は、減価償却費控除前の純

利益をcash flowと呼び、利益管理からキャッ

シュ・フロー管理への転換を訴え、キャッ

シュ・フロー会計の先駆けとなった。

④　長期の利益計画会計…NAA-42（森藤一男

他訳『長期利益計画のたて方』）は、短期利

益計画とは異なる長期利益計画（long-range 

profit planning）の本質を展開し、長期経

営計画会計の初期の代表的文献となった。

⑤　数理手法による管理会計…NAA-40（西澤

脩訳『在庫管理の諸方法』）は、在庫管理の

数理手法であるＡＢＣ分析・経済的発注数量

（ＥＯＱ）分析および発注時点（ＲＯＰ）分析

を管理会計に導入し、後日における数理管

理会計開発の前触れをなした。

Ⅱ　管理会計理論の構築に努めたＡＡＡ

の委員会報告書

日米とも戦後の管理会計技法は、『ＮＡＡ報

告書』により大幅に改善されたが、管理会計理

論の構築に大きな足跡を残したのは、米国会

計学会（American Accounting Association: 

ＡＡＡ）の『管理会計委員会報告書』（Report 

of the Committee on Management Accounting 

―以下『ＡＡＡ報告書』と略称 ）である。Ａ

ＡＡは、会計学者の研究学会で、1957 年に原

価概念および基準委員会を発展的に解消し、

管理会計委員会を新設した。当委員会は、原

則として各年設置され、翌年に公式報告書を

発表してきた（9）。これが『ＡＡＡ報告書』で、

1973 年に終結するまでに 6 編の報告書（AAA-1

～ AAA-6 と略称）を公表した。これらを翻訳・

集成したのが、桜井道晴訳『ＡＡＡ原価・管理

会計基準』である（９②）。
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１．ＡＡＡ報告書はまず管理会計の定義と

概念を表明

管理会計を指す専門用語としては、長い

間 managerial accounting と management 

accounting の両語が共に使用されていたが、

『ＡＡＡ報告書』以後は management accounting

の語が統一的に使用され、わが国では管理会

計と訳出されてきた。しかし、日本語で「管

理」というと “ 締め付け ” が連想される憂

いがあるので、管理会計よりは『経営管理会計』

と呼ぶ方が適訳だったと思われる（10）。それは

ともかく、初年度の 1957 年度委員会は、管理

会計の定義化を図ったが、その結果が公式に

報告されることはなかった。当時滞米中だっ

た筆者が、同委員長から個人的に見せて頂い

た仮報告書（AAA-1）によれば、管理会計は次

のように仮定義されていた。

「管理会計とは、企業の歴史的または（or）

計画的な経済的資料を収集・記録・分類・要約・

分析および報告することであって、計画設定

および統制の機能を有効に実施するのに必要

な情報を経営管理者に提供するために、標準

および予算を設定し運用するのを援助するこ

とを含む。」

翌 1958 年度委員会は、前年度の仮報告書を

再検討し正式な『ＡＡＡ報告書』（AAA-2）を発

表した。それによれば、管理会計の定義は次

のように補正された。

「管理会計とは、企業の歴史的および（and）

計画的な経済的資料を処理するにあたって、

経営管理者が合理的な経済的目的の達成計画

を設定し、またこれらの諸目的を達成するた

めに合目的的な意思決定を行うのを援助する

ために、当該目的に適合した技術および概念

を適用することである。」

この定義から、管理会計は計画的資料だけ

でなく歴史的資料をも対象とし、さらに使用

技法ではなく対象機能の側面から管理会計の

概念構成を図るべきことが知られる。その結

果、管理会計の機能別体系として、計画会計・

統制会計（planning / control accounting）

の枠組みが作られ、やがて意思決定会計・

業 績 評 価 会 計（decision / performance 

accounting）の体系へと発展した。

さらに 1959 年度の『ＡＡＡ報告書』（AAA-3）

は、生産管理・販売管理・財務管理等の領域

別に管理会計の主要問題を検討した。続いて

1961 年度の『ＡＡＡ報告書』（AAA-4）は、11

の会計概念（実体、企業継続性、貨幣測定、

原価主義、実現、対応、客観性、継続性、重

要性、完全公開および保守主義）を解明し、

財務会計との峻別に努めた。会計概念につい

ては、下って 1970 年度に再開された同委員会

の『ＡＡＡ報告書』（AAA-5）は一貫性問題を、

また 1972 年度の『ＡＡＡ報告書』（AAA-6）は

会計測定問題をそれぞれ論及したが、大きな

成果を上げることもなくＡＡＡ管理会計委員会

は閉幕した。

２．会計の本質転換を迫ったＡＳＯＢＡＴ報

告書

1996 年度のＡＡＡ委員会は、『ＡＡＡ報告

書』とは呼称しなかったが、A Statement of 

Basic Accounting Theory : ＡＳＯＢＡＴと題す

る報告書を発表した。このＡＳＯＢＡＴ報告書

は、当時開幕しようとしていた情報時代を先

取りし、情報時代における管理会計の本質を

追究した（11）。そして、「会計は、本質的には

一種の情報システムである」として、伝統的

な制度会計から情報会計への会計本質の転換
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を迫った。ついで、広義の会計のうち、内部

情報利用者に情報を提供するプロセスが管理

会計であるとし、管理会計の本質を次のよう

に定義した。

「管理会計とは、経済的情報を認識・測定お

よび測定することによって、情報利用者に、

情報に基づく判断および意思決定を下すこと

を可能にする過程である。」

このような情報時代における管理会計につ

いて、その未来像を次のように描き、近代管

理会計の飛躍的な拡張を図った功績は、実に

大なるものがある。

①　管理会計の研究対象を大幅に拡張

・対象…管理会計は、過去・現在・未来の経

営管理に関するすべての資料を測定・伝

達することを対象とする。

・手法…管理会計は、伝統的会計手法のほか、

行動科学・数学・情報理論・コンピュー

タ科学等も活用する。

・目的…管理会計は、企業活動の各階層にお

ける統制と意思決定の改善をすべて目的

とする。

②　管理会計の３大過程とその実施法

・第１…管理会計では、「動機づけ」を行う

ため、経済活動の原因を個人欲求・組織

目標に結びつける。

・第２…管理会計では、「測定」を行うため、

測定プロセスを容易にするための会計仮

定を設ける。

・第３…管理会計では、「伝達」を行うため、

情報の伝達を容易にするための会計仮定

を設ける。

③　管理会計を実施する要件を明示

・技法…管理会計は、コンピュータ・統計分

析・その他多種の測定技法を使用する。

・主体…管理会計は、企業のほか、政府機関・

国・地方公共団体・個人等のあらゆる組

織を管理会計の主体とする。

・箇所…管理会計は、経済活動において必要

とされるあらゆる箇所で実施する。

Ⅲ　管理会計実務を飛躍させたＩＭＡの

管理会計指針

前述の『ＮＡＡ報告書』は 1967 年に完結

し、また『ＡＡＡ報告書』は 1972 年に終結し

たため、1970 年代は管理会計研究の休止期

と化した。ＮＡＡは 1991 年に再度会名を米国

管理会計人協会（Institute of Management 

Accountants: ＩＭＡ）に変更し、『管理会計ス

テートメント』（Statements on Management 

Accounting ―以下『ＩＭＡ指針』と略称）の発

行を再開した。『ＩＭＡ指針』では、次の体系が

とられた。

・IMA-1…管理会計の基本目的

・IMA-2…管理会計の用語

・IMA-3…管理会計の概念

・IMA-4…管理会計の実務および技法

・IMA-5…会計活動の管理

『ＩＭＡ指針』は、2000 年に終了するまでの間、

上記の体系の下で次の 55 編（IMA-1A ～ IMA-

5Z と略称）が刊行され、わが国の管理会計実

務を飛躍的に発展させた。

・管理会計の基本目的（IMA-1A ～ IMA-1E）

…5編

・管理会計の用語（IMA-2）…１編

・管理会計の概念（IMA-3）… 0 編

・管理会計の実務および技法（IMA-4A ～

IMA-4Z ＆ IMA-4AA ～ IMA-4PP）…42 編

・会計活動の管理（IMA-5A ～ IMA-5G）…7編
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１．管理会計実務の基盤をなす管理会計

理論も表明

筆者は、1995 年に鹿野基金の出版助成を受

けて、『ＩＭＡ指針』の訳書を出版する好機に恵

まれた。このため、同年までに刊行された 26

編を翻訳したのが『ＩＭＡの管理会計指針』お

よび『ＩＭＡの原価管理指針』である。このう

ち前者には、管理会計理論を対象とした次の

12 編が収録されている（12）。

第 1章　管理会計の定義（IMA-1A）

第 2章　管理会計の基本目的（IMA-1B）

第３章　管理会計人の倫理的行動基準（IMA-

1C）

第 4章　管理会計人に必要な一般知識（IMA-

1D）

第 5章　管理会計の職業教育（IMA-1E）

第6章　コントローラの有効性評価（IMA-5A）

第 7章　管理者に対する情報報告（IMA-5B）     

第 8 章　経営主体の業績測定（IMA-4D）

第 9章　運転資本の管理（IMA-4N）

第 10 章　固定資産の会計（IMA-4J）

第 11 章　固定資産の管理（IMA-4L）

第 12 章　金融資産の利用および管理（IMA-

4Q）

先ず管理会計の意義については、訳書の第

１章で初めてＩＭＡとしての定義を、次のよ

うに表明した（IMA-1A）。                                          

「管理会計とは、経営管理者が、組織体の内

部において計画・評価および統制を行い、か

つ当該組織体の経営資源を適切に使用し、そ

の会計責任を果たすために使用する財務情報

を認識・測定・集計・分析・作成・解釈およ

び伝達する過程である。管理会計はまた、株主・

債権者・取締当局および税務当局等の非経営

管理者に提供する財務報告書を作成すること

も含む。」

この定義の内容を具体化するため、第２章

では、管理会計の２大目的として 情報提供と

経営管理過程への参加をあげた後、以下の責

任・活動および過程の内容を成文化した。 

①　責任…管理会計人には、計画・評価・統制・

会計責任の遂行・外部報告の５責任がある。

②　活動…管理会計人には、報告・解釈・資

源管理・情報システム・技術利用・検証・

管理の７活動がある。

③　過程…管理会計には、認識・測定・集計・

分析・作成・解釈・伝達の７過程がある。

さらに、管理会計の基本概念については、

訳書の第３章ないし第７章で倫理基準・必要

知識・職業教育・コントローラ制・情報報告

を取り上げ、第８章で７つの業績測定尺度（１

株あたり純利益、キャッシュ・フロー、投資

利益率、残余利益、市価、所得、その他）を

論述している。最後に第 9 章ないし第 12 章で

は、運転資本・固定資産・金融資産（後述の

IMA-4M（16 ④）でも言及）の別に、会計処理と会

計管理の問題点を要約している。

２．コスト・コントロールをコスト・マ

ネジメントへ拡大

他方、拙訳書『ＩＭＡの原価管理指針』には、

管理会計技法を対象とした次の 14 編が収録さ

れている（13）。

第 1章　直接材料費の定義および測定（IMA-

4E）

第 2章　直接労務費の定義および測定（IMA-

4C）

第３章　製造間接費の会計（IMA-4G）

第 4章　物流費の管理（IMA-4P）

第 5章　輸送費の管理（IMA-4I）
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第 6 章　保管費の管理（IMA-4K）

第 7章　施設費の管理（IMA-4O）

第８章　本社費の配賦（IMA-4B）

第 9章　情報システム費の配賦（IMA-4F）

第 10 章　資本コストの定（IMA-4A）

第 11 章　資本コストの利用（IMA-4H）

第 12 章　リスク管理費の会計および分類

（IMA-4S）

第 13 章　品質コストの管理（IMA-4R）

第 14 章　活動基準原価計算の実施（IMA-4T）

同訳書の第１章ないし第３章は、伝統的な

製造原価管理を対象としたものに過ぎないが、

第４章以下では、新技法を開発し伝統的なコ

スト・コントロールをコスト・マネジメント

にまで拡大させた。

（１）物流時代の到来で物流コストの管理が

注目

1970 年代に入ると、マーケティング時代

は物流（ロジスティクス）時代に転向し、

物流会計の重要性がにわかに高まった。こ

のため、筆者は、物流費会計の開発に取り

組み、物流コスト・マニュアルの制定に専

念した。しかし、米国で物流会計（physical 

distribution accounting）が台頭するのは、

1980 年代の半ばに入ってからである。すな

わちＮＡＡは、米国の代表的な物流団体であ

る米国物流管理協議会（ＮＣＰＤＭ）と共同

して物流・財務管理者向けに、次の２つの

実態調査報告書を発表した（14）。

・Transportation Accounting & Control,1983

（拙訳書『輸送費の会計と管理』）

・Warehouse Accounting & Control,1985（拙

訳書『保管費の会計と管理』）

それを要約したのが、拙訳書『ＩＭＡの原

価管理指針』の第４章ないし第６章である。

ここでは、物流を次のように定義し、それ

に活動基準原価計算（ＡＢＣ）を導入したほ

か、輸送費と保管費の予算管理を例示し、

物流費管理の前進を図った。

「物流とは、顧客のニーズを満たすために

最も費用効果の高い方式で、原材料および

製品の効率的なフローを提供するよう、購

入・輸送および保管機能を統合したものを

いう。」

（２）管理会計の有用性を蘇生させたＡＢＣ / 

ＡＢＭ

ジョンソン（Johnson, H.T.）とキャプラン

（Kaplan, R.S.） は、1987 年 にRelevance 

Lost を出版し（15）、失われた管理会計の有

用性を蘇生させるため、活動基準原価計算

（activity-based costing: ＡＢＣ）を提唱し

た。拙訳書の第 14 章では（13）、このようなＡ

ＢＣを次のように定義し、その実施マニュア

ルを提示している。

「ＡＢＣとは、実施する企業活動を識別し、

企業活動に要する活動原価を集計し、各種

の原価作用因を使用して活動原価を製品等

に跡づける原価管理の一方式である。」

ＡＢＣでは、コストを材料費と活動原価に

大別し、活動原価をプロセス活動、支援活

動、関連活動を経て、原価作用因により原

価計算対象に跡づける方式がとられる。さ

らにＡＢＣにより発見した問題点を改善す

るため、活動基準管理（activity-based 

management: ＡＢＭ）が開発された。やがて

両者が結合したＡＢＣ/ＡＢＭないしＡＢＣＭ

は、コスト・マネジメントの重要領域を形

成するまでに発展した。これらを論及した

のが、次の『ＩＭＡ指針』である（16⑩）。

・IMA-4CC「ＡＢＭの実施―その落とし穴を避
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けるには」

・IMA-4EE「ＡＢＣ/ＡＢＭを実施するための

用具と技法」

（３）設備投資の増大でファシリティ・コスト

が浮上

設備投資が増大するに伴いファシリティ・

コストが急増した。このため、ファシリティ・

マネジメント（ＦＭ）の一環として、ファシ

リティ・コスト（facility costs）の管理

が新たに浮上し、次の報告書が相次いで発

刊された。

・『ＮＡＡ報告書』（８）…NAA-39「キャパシティ・

コストの会計」（新井清光他訳『キャパシ

ティ・コストの会計』）、NAA-41「維持費

の管理」（新井清光他訳『キャパシティ・

コストの会計』）

・『ＩＭＡ指針』（13）…IMA-40「不動産占有費

の会計分類」（拙訳書『IMA の原価管理指

針』）

・『ＩＭＡ指針』（16②）…IMA-4Y　「キャパシティ・

コストの測定」、IMA-4LL　「キャパシティ・

コスト・マネジメント・システムの実施」、

IMA-4BB「ワークポイント・コストの会計

分類」

生産・販売に必要なキャパシティを保

有する費用がキャパシティ・コストで

（NAA-39）、コミッテッド・コスト（既定固

定費）とマネエジド・コスト（管理可能費）

では管理の方式が極めて相違する。キャパ

シティを維持する費用が維持費（NAA-39）

であるが、維持費管理では、故障後の修理

費よりも故障を予防するPM費が重視される。

このような維持費とキャパシティ・コスト

の総称がファシリティ・コストである。こ

のうちキャパシティ・コストを測定するた

めの会計モデルを示したのがIMA-4Yであり、

キャパシティ・コスト・マネジメントの実

施手順を表したのが IMA-4LL である。なお、

キャパシティ・コストの特殊問題として、

IMA-4BB ではワークポイント（workpoint:

仕事場）のコスト・マネジメントが論じら

れた。

（４）コスト・マネジメントの実務指針を続々

と提示

コスト・マネジメント（cost management）

の手法として、『ＩＭＡ指針』は、次のよう

な実務指針を次々に提示し、わが国管理会

計実務の向上に大きく貢献した。

①　本部共通費の現場配賦……事業部制会

計において、本部共通費を各事業部にど

う配賦するかが最大の問題点となる。本

部共通費のうち本社費（service and 

administrative costs）については IMA-

4B（拙訳書第８章）が、また情報システ

ム費（information system costs）につ

いては IMA-4F（拙訳書第９章）が、その

具体的な実務指針を提示した。　

②　資本コストの会計と管理……設備投資

会計の最大課題は、資本コスト（cost of 

capital）をいかに処理し管理するかにあ

る。このうち、資本コストの会計処理に

ついては IMA-4A（拙訳書第 10 章）が、ま

たその会計管理については IMA-4H（拙訳

書第 11 章）が、その実務指針を示した。

③　リスク・マネジメントのコスト……設

備投資に伴うリスクの増大により、リス

ク・マネジメント（ＲＭ）という新領域

が台頭した。このため、管理会計でもリ

スクをいかに管理するかが問題となり、

IMA-4S（拙訳書第 12 章）は、リスク・マ
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ネジメント・コスト（risk management 

costs）の会計処理と分類方法を発表した。

④　品質コストの管理……品質管理はやが

て総合的品質管理（ＴＯＱ）へと発展し、

管理会計においてもそれへの対処が緊急

課題となった。そのため、IMA-4R（拙訳

書第 13 章）は ＴＯＣの会計指針を示すと

共に、品質コスト（quality costs）をい

かに管理すべきかに初めて言及した。

⑤　総コスト・マネジメント……IMA-4MM は、

下記の原価管理技法を統合し、これを統

合的コスト・マネジメト・システム（ＩＣ

ＭＳ）として提示した（16③）。

・原価企画

・アセット・マネジメント

・キャパシティ・コスト

・プロセス・マネジメント

・サプライチェーン経営

・総合的業績管理

・活動基準原価管理

３．終焉を迎えた米国管理会計の翻訳的

導入

拙訳書が出版された 1995 年以降にも、27 編

の『ＩＭＡ指針』が刊行されたが、特に翻訳書

が発行されるまでに至らなかった。その点で

は戦後の翻訳的導入の時代が、終焉を迎えつ

つあったことが伺われる。これらの『ＩＭＡ指針』

は、その時々の要請に応じて適時刊行されて

きたが、以下これらを４つの動向に大別して

その内容を要約・紹介してみよう。

なお『ＩＭＡ指針』としては、上記の管理

会計技法のほかに、IMA-A2『管理会計用語集』

が発刊されているが（16 ①）、わが国でそれに相

応するものとして、拙著『英和・和英 管理会

計辞典』が出版されている。

（１）時代の寵児となった環境会計と情報会計 

環境保全が地球的課題として提起される

に従い、管理会計の世界においても環境会

計（environmental accounting）の開発が

緊急問題となり、『ＩＭＡ指針』は次の２編

を発表した（16⑤）。

・IMA-4W「企業環境戦略の実施」1995

・IMA-4Z「意思決定のための環境会計の用具

と技法」1996

環境管理会計の２大領域は、環境監

査と環境コスト管理である。同指針は、

ISO-14010 に基づいて環境監査の概念を論

述し、さらに環境コストについて、３種類

のコスト（隠れているコスト、偶発コスト、

イメイジアップ・コスト）毎に、その管理

方式を示している。

他方、環境保全と並んで高度情報化が

世界的問題となるに及び、情報会計（IT 

accounting）の革新が迫られた。このため、

次の２編の『ＩＭＡ指針』が発刊された（16⑥）。

・IMA-400　「インターネットによる E コマー

スの理解と実施」2000

・IMA-4PP「自動ワークフロー管理の実施」

2000       

イ ン タ ー ネ ッ ト に よ る E コ マ ー ス

（electric commerce：ＥＣ）には、「企業間ＥＣ」

（B to B）と「企業―消費者間ＥＣ」（B to C）

が含まれるが、IMA-400 は、ＥＣについて８

のビジネスモデルとその戦略を明らかにし

た。さらに IMA-4PP は、特殊問題として非

製造プロセスの情報フローであるワークフ

ロー（workflow）の自動管理についても言及

している。
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（２）企業価値を巡る新しい管理会計が登場

企業業績の測定尺度が「利益からキャッ

シュ・フローへ、そして価値へ」と転換

し た た め、 価 値 創 造 経 営（value-based 

management : ＶＢＭ）がクローズアップし

た。ＶＢＭを最初に提唱したのはポーター

（Porter, M.E.）で、1985 年に『競争優位』

を著し（17）、「価値活動の連鎖の仕方が競争

優位を決定する」ことを強く訴えた。ＶＢ

Ｍは、企業内を対象とした価値連鎖経営か

ら、やがて外部企業を対象としてサプライ

チェーン経営（supply chain management : 

ＳＣＭ）へと拡大し、現在も最先端経営とし

て寵愛されている。『ＩＭＡ指針』は、このよ

うなＶＢＭやＳＣＭについて , 次の４編を刊

行している（16⑦）。

・IMA-4X「競争優位を評価するための価値連

鎖分析」1996

・IMA-4II「競争優位を実現するための総合

的サプライチェーン経営の実施」1999

・IMA-4JJ「総合的サプライチェーン経営を

実施するための用具と技法」1999

・IMA-4AA「株主価値創造の測定と管理」

1997　

IMA-4X は、ポーターの価値連鎖概念を

基盤として、競争優位を評価するための価

値連鎖について、そのアプロ－チと価値連

鎖分析の戦略的枠組みを提示した。さら

に、IMA-4II と IMA-4JJ は、総合的サプライ

チェーン経営（Integrated ＳＣＭ : ＩＳＣＭ）

を、「原材料の調達先から、その加工を経て、

消費地に至る物財のフローを調整すること」

と定義した後、ＩＳＣＭを実施するためのス

テップを示し、その実施に必要な用具と技

法を明らかにした。

他方、価値創造経営は、株主価値創造経

営（shareholder value-based management 

: ＳＶＢＭ）を中心として展開された。IMA-

4AA は、ＳＶＢＭを次のように定義し、株主

価値の測定技法と株主価値の管理方法を披

瀝した。

「株主価値創造経営とは、株主価値の主要

作用因に管理者の意思決定を集中させるこ

とによって、会社が株主価値を最大化する

のを援助するアプローチのことである。」

（３）再び脚光を浴び出した生産管理の会計

その後生産管理の分野でも、原価企画、

制約理論、リーン生産、プロセス管理、シアー

ド・サービス・センター等の新方式が相次

いで開発された。このため、しばらく鳴り

を潜めていた生産管理会計が再び脚光を浴

び、次のような『ＩＭＡ指針』が次々と発表

された（１6⑧）。

・IMA-4FF「原価企画の実施」1999

・IMA-4GG「原価企画を実施するための用具

と技法」1998

・IMA-4HH「制約理論（TOC）管理システムの

原理」1999

・IMA-4KK「リーン生産原理の実施」2000

・IMA-4NN「製品およびサービスを改善する

ためのプロセス管理の実施」2000

・IMA-5G「共用サービス・センターの実施」

2000

これら各実務指針の要点は、およそ以下

のとおりである。　　　　　

①　原価企画の会計…原価企画（target 

costing : ＴＣ）は、製品の全ライフサイ

クルにわたって、製品の全社的原価を低

減することを目標として製品の設計およ

び開発を行う日本発のアプローチである。
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IMA-4FF と IMA-4GG は、ＴＣの各種の実施

用具と技法を開示した。

②　制約理論の会計…制約理論（theory of 

constraints : ＴＯＣ）は、ゴールドラッ

ト（Goldratt, E.M.）が、1980 年代早期

に開発したシステムで、「制約がシステム

の業績を決定する」ことを管理哲学とし

ている。これを取り上げたのがIMA-4HHで、

TOC の会計特有の方式として、特に制約会

計（constraints accounting）とスルー

プット会計（throughput accounting）が

注目される。

③　リ－ン生産の会計…リ－ン生産（lean 

production）は、リ－ン（贅肉）のない

生産のことで、設計から始まって生産・

サプライチェーン・顧客への対応という

全プロセスにおいて、無駄を発見し除去

する方式である。リ－ン生産を対象にし

た IMA-4KK では、その枠組みと４つの実

施段階を示した。

④　プロセス管理の会計…プロセス管理

（process management）は、１つ以上のイ

ンプットを投入し、顧客に対して価値の

あるアウトプットを生み出す行動を管理

することで、これを論じた IMA-4NN は、

それを実施するための３段階を提示した。

⑤  共用サービス・センターの会計…複数

の現場部門が共同して使用するサービス

が共用サービスであり、これを提供する

部門が共用サービス・センター（shared 

services center : ＳＳＣ）である。この

問題を論じた IMA-5G は、ＳＳＣを実施す

るための４段階を報告した。

（４）業績評価のための会計も再発展

近年は意思決定会計に時代の関心が寄せ

られているが、業績評価会計も見直され、

次の『ＩＭＡ指針』が発表されている（16⑨）。

・IMA-4V「効果的なベンチマーキング」1995

・IMA-4U「競争的業績評価指標」1995

・IMA-4DD「総合的業績管理システムを実施

するための用語と技法」1998

これら各実務指針の要点は、およそ以下

のとおりである。　　　　　

①　ベンチマーキングの会計…ベンチマー

キング（benchmarking : ＢＭ）は、最高

水準にある企業の実務を不断に評価し、

そのうち最善の実務を自社の経営に取り

入れる方式で、企業内ＢＭ・業界内ＢＭ・

世界最高ＢＭの種類がある。この会計問題

を論及した IMA-4V は、ＢＭのプロセスと

その用具および技法を展開している。

②　業績評価の会計…IMA-4U は、業績評価

の用具である業績尺度（performance　

measures ）と業績指標（performance　

indicators ）を区別し、業績尺度（一株

あたりの純利益、キャッシュ・フロー、

投資利益率、残余利益、市場価値等）よ

り、業績指標（環境指標、市場 / 顧客指

標、競争相手指標、内部事業プロセス指

標、人的資源指標、財務指標等）を重視

すべきことを強調した。この後を受けて

IMA-4DD は、バランスト・スコアカード

（balanced scorecard : ＢＳＣ）を含む総

合的業績指標の作成・活用法を具体化し

た。

ＩＭＡは、2000 年に『ＩＭＡ指針』の発行を

打ち切ると共に、その後機関誌Management 

Accounting を Strategic Finance に 改題

し、管理会計は冬の時代に突入した。果た

して、管理会計が再び春を迎えるのは、一

体いつだろうか。
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